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別添１ 事後調査計画等の進捗状況 

1-1 事業の概要 

 1-1-1 事業の概要 

横須賀市（以下、「本市」という。）では、三浦市と共同でごみ処理の広域化を推進して

おり、本市に焼却施設と不燃ごみ等選別施設、三浦市に最終処分場を配置することとして

いる。 

本市の可燃ごみは、南処理工場で処理を行っているが、昭和58年の設置以来30年以上経

過し老朽化が進んでいることから、将来的に安定した処理を維持するために、南処理工場

に代わる新たな焼却施設と不燃ごみ等選別施設を横須賀市長坂5丁目に建設することを計

画した。 

本事業は、「神奈川県環境影響評価条例」による環境影響評価（環境アセスメント）の

対象事業（廃棄物処理施設の建設、宅地の造成、発生土処分場の建設）であることから、

同条例に基づき、『横須賀ごみ処理施設環境影響予測評価実施計画書』を平成23年10月に、

『横須賀ごみ処理施設環境影響予測評価書案』を平成25年11月に、『横須賀ごみ処理施設

環境影響予測評価書』を平成26年7月に神奈川県知事に提出した。 

 

 1-1-2 対象事業の名称 

名称：横須賀ごみ処理施設 

 

 1-1-3 対象事業の種類 

種類：廃棄物処理施設の建設、発生土処分場の建設、宅地の造成 

 

 1-1-4 実施区域の位置 

実施区域の位置を図1-1及び図1-2(1/2)～(2/2)に示す。 

実施区域は神奈川県横須賀市長坂5丁目3878番地他に位置し、その一部には本市不燃ご

み減容固化施設が立地している。 

実施区域の位置する本市は、神奈川県南東部の三浦半島の中心部に位置し、東は東京湾、

西は相模湾に面し、南は三浦市、北西から北にかけては葉山町、逗子市、横浜市に接して

いる。市域は、東西に約16km、南北に約16km、面積は100.82km2で東京都心から50km圏内に

ある。 

主要部の地形は、標高100～200m内外の起伏の多い丘陵地及び山地からなり、広い平地

の少ない地形となっている。 
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図 1-1 神奈川県における実施区域の位置 

 

 

 

 1-1-5 施設の概要 

対象事業の概要は表1-1に示すとおりである。 

 

表 1-1 施設の概要 

区 分 概 要 

実 

施 

区 

域 

廃棄物処理施設の建設 

焼却施設：約 360t/日 

不燃ごみ等選別施設：約 30t/日（5h） 

関連事業 

 新規搬入道路 約 700ｍ 

 既設改修道路 約 450ｍ 

発生土処分場の建設 約 7.0ha 

宅地の造成 約 16.0ha 

 廃棄物処理施設区域 約 4.3ha 

 新設搬入道路区域 約 1.2ha 

 残置森林（雑木林を含む） 約 10.5ha 
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図 1-2（1/2） 実施区域の位置 
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    図 1-2（2/2） 実施区域の位置 
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1-2 事後調査項目 

事後調査を実施する必要のある項目については、環境影響予測評価書（平成26年7月、

以下「予測評価書」という。）において表1-2に示すとおり選定した。  

 

 

表 1-2 事後調査項目の選定及び事後調査を実施しない理由 

評価項目 区 分 

工
事
中
 

工
事
完
了
後
 

供
用
開
始
後
 

事後調査を実施しない理由等 

大気汚染 

環境基準 

設定項目 

二酸化硫黄 － － ○ － 

浮遊粒子状物質 ○ － ○ － 

二酸化窒素 ○ － ○ － 

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類 － － ○ － 

規制物質 
塩化水素 － － ○ － 

粉じん × × － 下記ｱ､ｲ､ｳのいずれにも該当しない。 

水質汚濁 生活環境項目 
濁りの指標 × × － 下記ｱ､ｲ､ｳのいずれにも該当しない。 

汚れの指標 × － － 下記ｱ､ｲ､ｳのいずれにも該当しない。 

土壌汚染 土壌汚染 × － × 下記ｱ､ｲ､ｳのいずれにも該当しない。 

騒 音 

低周波音 

騒 音 ○ － ○ － 

低周波音 － － ○ － 

振 動 振 動 ○ － ○ － 

悪 臭 悪 臭 － － ○ － 

廃棄物 

発生土 

廃棄物 － － × 下記ｱ､ｲ､ｳのいずれにも該当しない。 

発生土 × － － 下記ｱ､ｲ､ｳのいずれにも該当しない。 

水 象 河 川 － × － 下記ｱ､ｲ､ｳのいずれにも該当しない。 

地 象 傾斜地の崩壊 × － － 下記ｱ､ｲ､ｳのいずれにも該当しない。 

植 物 

動 物 

生 態 系 

植 物 ○ ○ ○ － 

動 物 × － × 下記ｱ､ｲ､ｳのいずれにも該当しない。 

水生生物 × － × 下記ｱ､ｲ､ｳのいずれにも該当しない。 

生態系 × － × 下記ｱ､ｲ､ｳのいずれにも該当しない。 

景 観 景 観 － － ○ 
 

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ資源 ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ資源 × × × 下記ｱ､ｲ､ｳのいずれにも該当しない。 

温室効果ガス 温室効果ガス × － × 下記ｱ､ｲ､ｳのいずれにも該当しない。 

安 全 
危険物等 － － × 下記ｱ､ｲ､ｳのいずれにも該当しない。 

交 通 × － × 下記ｱ､ｲ､ｳのいずれにも該当しない。 

注）○：事後調査を実施する項目、×：事後調査を実施しない項目、－：予測評価を実施していない項目を表す。  

なお、表中の｢事後調査を実施しない理由等」欄におけるア、イ、ウは下記のとおりである。  

ア．予測の精度が十分でなく、検証を要するもの。  

イ．効果が出現するのに時間を要するか又は効果に係る知見が不十分な環境保全対策を講ずるもの。  

ウ．将来において周辺状況に変化が生じること等が予想され、事後調査の結果に基づく環境保全対策の修正等があらかじ

め見込まれるもの。  
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1-3 事後調査計画等の進捗状況 

1-3-1 対象事業の進捗状況 

対象事業の進捗状況を表1-3に示す。 

対象事業のうち、「発生土処分場の建設」については平成26年9月22日に着手し、「廃棄

物処理施設の建設」及び「宅地の造成」については平成26年10月6日に着手した。 

平成30年1月現在は、廃棄物処理施設の建設（施設本体建設工事）を実施している。 

 

表 1-3 対象事業の進捗状況 

 

(注) １ 工事中事後調査計画（予定月）は、大気汚染、騒音、振動関係の調査計画を示す。（但し、植物については毎年 9～10 月に予定。） 

 ２ 太破線は既設道路工事の時期（予定）を示す。 

 ３ ①は久里浜田浦線の開通時期（平成 29 年 9 月 30 日開通）を示す。 

 

 

 

1-3-2 事後調査計画の進捗状況 

予測評価書に示した事後調査計画に基づき、表1-4に示す工事中における事後調査及び

表1-5に示す供用開始後（工事完了後を含む。）における事後調査を実施する。 

事後調査計画において、工事中の資材運搬車両等の走行に伴う大気汚染評価物質の影響

についての事後調査時点は、各種工事の資材運搬車両等の走行に伴う複合影響が最大とな

る時期の1年間のうち1季1週間、工事中の資材運搬車両等の走行に伴う騒音及び振動の影

響についての事後調査時点は、各種工事の資材運搬車両等の走行に伴う複合影響が最大と

なる時期の1日のうち各種工事の資材運搬車両等の走行時間帯と計画した。 

また、工事中の資材運搬車両等の走行に伴う複合影響が最大となる時期は、久里浜田浦

線の道路（図1-3）の開通による資材運搬車両等の走行経路の変化を見込み、工事のピー

クと合わせ異なる二つの時期を予測し、その時期に合わせた事後調査を表1-3及び表1-4の

とおり2回に分け、平成27年度と平成30年度に計画した。 

 

平成30年度の調査実施時期については、廃棄物処理施設の建設に着手以降、久里浜田浦

線の道路が平成29年9月に開通したことから、資材運搬車両等の走行に伴う影響が最大と

なる事が想定された平成30年11月に実施することとし、表1-4のとおり大気汚染、騒音及

び振動の評価項目について事後調査を実施した。 

 

平成30年度の調査地点については、事後調査計画に示した平作、芦名、山科台及び開通

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

事業関連事項

新設・既設道路工事

発生土処分場の建設

発生土埋立工事

宅地の造成

解体工事

造成工事

6年目

工事中事後調査計画（予定月）

廃棄物処理施設の建設

施設本体建設工事

4年目 5年目

稼働

1年目 2年目 3年目

H2604 H2704 H2804 H2904 H3004 H3104 H3204

①
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後の久里浜田浦線の道路沿道（大矢部）の4地点に、平成27年2月に開催された地元協議会

への事前説明を経て、工事に伴う資材運搬車両等の中間経路である武を住民要望として加

えた5地点のうち、久里浜田浦線の道路の開通に伴い資材運搬車両等の走行経路に影響を

受ける平作と久里浜田浦線の道路沿道（大矢部）の2地点（平成27年度に事後調査を終了

した芦名、山科台及び武を除く。）で調査を実施した。 

 

また、植物の評価項目については、平成26年度の環境保全対策として工事着手前に移植

したツルギキョウの定着状況を、表1-4に示す平成30年10月に秋季調査として事後調査を

実施したほか、平成30年5月に春季調査として、出芽状況の把握を目的に補完的に調査回

数を増やした事後調査を実施した。 
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表 1-4 工事中における事後調査 

評価項目 調査事項 調査地点等 調査時点 
調査実施 

予定時期 
備考 

①植 物 

環境保全対策 

（移植） 
移植元及び移植先 移植元の造成着手前 

平成 26 年 11 月 

実施済 

事後調査報告書 

(第 1 回) 

定着状況 移植先 ツルギキョウの開花期 

平成 27 年 9月 

以降の毎年 

9～10 月 

事後調査報告書 

(第 2 回 

～第 6 回) 

②大気汚染 

工事中の資材運搬車

両等の走行に伴う大

気汚染評価物質濃度

（浮遊粒子状物質、

窒素酸化物（二酸化

窒素、一酸化窒素）） 

資材運搬車両等の通過

する沿道の道路境界 

（図 1-3 参照） 

発生土搬出のピークとなる

時期の 1年間のうち 

1 季 1 週間 

平成 27 年 5月 
事後調査報告書 

(第 2 回) 

建設資材等運搬のピークと

なる 1 年間のうち 

1 季 1 週間 

平成 30 年 11 月 
事後調査報告書 

(第 5 回) 

③騒 音 

工事中の資材運搬車

両等の走行に伴う道

路交通騒音レベル及

び自動車交通量 

資材運搬車両等の通過

する沿道の道路境界 

（図 1-3 参照） 

発生土搬出のピークとなる

時期の 1 日のうち資材運搬

車両等の走行時間帯 

平成 27 年 5月 
事後調査報告書 

(第 2 回) 

建設資材等運搬のピークと

なる時期の 1 日のうち資材

運搬車両等の走行時間帯 

平成 30 年 11 月 
事後調査報告書 

(第 5 回) 

④振 動 

工事中の資材運搬車

両等の走行に伴う道

路交通振動レベル 

資材運搬車両等の通過

する沿道の道路境界 

（図 1-3 参照） 

発生土搬出のピークとなる

時期の 1 日のうち資材運搬

車両等の走行時間帯 

平成 27 年 5月 
事後調査報告書 

(第 2 回) 

建設資材等運搬のピークと

なる時期の 1 日のうち資材

運搬車両等の走行時間帯 

平成 30 年 11 月 
事後調査報告書 

(第 5 回) 

注）②～④については、工事の工程及び周辺の道路整備状況により周辺地域における関係車両通行のピークが異なる
ため、周辺地域の調査を 2 回（平成 27 年度及び平成 30 年度）に分けて実施する。  

 ：実施済み 

 ：今回調査 
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表 1-5 供用開始後（工事完了後を含む）における事後調査計画  

評価項目 調査事項 調査地点等 調査時点 
調査実施 

予定時期 
備考 

①植 物 定着状況 移植先 ツルギキョウの開花期 平成32年9月 
事後調査報告書 

(第 7 回) 

②大気汚染 

関係車両の走行に伴う大

気汚染評価物質濃度（浮

遊粒子状物質、窒素酸化

物（二酸化窒素、一酸化

窒素）） 

関係車両の通過

する沿道の道路

境界 

施設の稼働が定常の状

態となる時期の 1年間の

うち 1季 1 週間 

平成 32 年 5月 
事後調査報告書 

(第 7 回) 

③騒 音 

関係車両の走行に伴う 

道路交通騒音レベル及び

自動車交通量 

関係車両の通過

する沿道の道路

境界 

施設の稼働が定常の状

態となる時期の 1日のう

ち関係車両の走行時間

帯 

平成 32 年 5月 
事後調査報告書 

(第 7 回) 

④振 動 
関係車両の走行に伴う 

道路交通振動レベル 

関係車両の通過

する沿道の道路

境界 

施設の稼働が定常の状

態となる時期の 1日のう

ち関係車両の走行時間

帯 

平成 32 年 5月 
事後調査報告書 

(第 7 回) 

⑤大気汚染 

廃棄物処理施設の稼働に

伴う煙突排ガスによる大

気汚染評価物質濃度（二

酸化硫黄、浮遊粒子状物

質、窒素酸化物（二酸化

窒素、一酸化窒素）、ダイ

オキシン類及び塩化水

素） 

予測範囲内の最

大着地濃度出現

地付近他 

施設の稼働が定常の状

態となる時期の 1年間の

うち 4 季各 1 週間 

平成 32 年 5 月 

平成 32 年 9 月 

平成 32 年 12 月 

平成 33 年 2 月 

事後調査報告書 

(第 7 回) 

⑥騒音 

低周波音 

廃棄物処理施設の稼働に

伴う工場騒音レベル及び

低周波音の音圧レベル 

敷地境界及び 

周辺住宅地 

施設の稼働が定常の状

態となる時期の 1 日間 
平成32年5月 

事後調査報告書 

(第 7 回) 

⑦振 動 
廃棄物処理施設の稼働に

伴う工場振動レベル 
敷地境界 

施設の稼働が定常の状

態となる時期の 1 日間 
平成32年5月 

事後調査報告書 

(第 7 回) 

⑧悪 臭 
廃棄物処理施設の稼働に 

伴う悪臭の影響 

敷地境界及び 

周辺住宅地 

施設の稼働が定常の状

態となる時期で影響が

最大となる時期の施設

稼働時 1 日間、休炉時 1

日間 

平成32年5月 

（運転時及び

休炉時） 

事後調査報告書 

(第 7 回) 

⑨景 観 
廃棄物処理施設の存在に 

伴う景観への影響 
施設周辺 供用開始後 平成32年5月 

事後調査報告書 

(第 7 回) 
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図 1-3 事後調査地点図 

：資材運搬車両等主要走行ルート 

：平成 27 年度事後調査地点 

：平成 30 年度事後調査地点 
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別添２ 大気汚染 

2-1 事後調査の内容 

事後調査内容は、表2-1に、大気汚染評価物質の評価の指標は、表2-2に示すとおりであ

る。 

 

表 2-1 大気汚染に係る事後調査内容 

種別 内容等 

事後調査事項 工事中の資材運搬車両等の走行による大気汚染評価物質の影響 

事後調査項目 
道路沿道大気汚染（浮遊粒子状物質、窒素酸化物（二酸化窒素、一酸化窒素）） 

気象（風向・風速） 

事後調査時点 
資材運搬車両等の走行に伴う複合影響が最大となる時期の 1 年間のうち 

1 季 1 週間 

事後調査期間 平成 30 年 11 月 1 日（木）～ 11 月 7 日（水） 

事後調査方法等 

浮遊粒子状物質 
「大気汚染に係る環境基準について」 

（昭和 48 年、環境庁告示第 25 号）に定める方法 

二酸化窒素 
「二酸化窒素に係る環境基準について」 

（昭和 53 年、環境庁告示第 38 号）に定める方法 

風向・風速 「地上気象観測指針」（気象庁）に定める方法 

事後調査地点 平作、大矢部（図 1-3 参照） 

評価目標 評価の指標、実施区域周辺の生活環境に著しい影響を及ぼさないこと 

 

表 2-2 大気汚染評価物質の評価の指標 

物質 区分 評価の指標 関係法令 

浮遊粒子状物質 

1 時間値 1 時間値の 1 日平均値が 0.10mg/m3

以下であり、かつ、1 時間値が

0.20mg/m3以下であること。 

「大気の汚染に係る環境基準

について」（昭和 48 年、環境庁

告示第 25 号） 日平均値 

二酸化窒素 

1 時間値 短期暴露指針値 0.1～0.2ppm 

「二酸化窒素の人の健康に係

る判定条件等について」（昭和

53 年中央公害対策審議会） 

日平均値 

1 時間値の 1日平均値が 0.04ppm か

ら 0.06ppm までのゾーン内又はそ

れ以下であること。 

「二酸化窒素に係る環境基準

について」（昭和 53 年、環境庁

告示第 38 号） 
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2-2 事後調査の結果 

2-2-1 浮遊粒子状物質 

浮遊粒子状物質の調査結果は、表2-3に示すとおりである。 

浮遊粒子状物質の日平均値は、環境基準0.10 mg/m3に対して各地点の日平均値の最大は

平作で0.039 mg/m3、大矢部で0.033 mg/m3であり環境基準を下回っていた。 

また、浮遊粒子状物質の1時間値は、環境基準0.20 mg/m3に対して各地点の最大値は、平

作で0.066 mg/m3、大矢部で0.055 mg/m3であり環境基準を下回っていた。 

 

2-2-2 二酸化窒素 

二酸化窒素の調査結果は表2-4に、一酸化窒素、窒素酸化物の調査結果は表2-5に示すと

おりである。 

二酸化窒素の日平均値は、環境基準0.04～0.06 ppmのゾーン内またはそれ以下に対して、

各地点の日平均値は平作で0.011～0.025 ppm、大矢部で0.013～0.034 ppmであり環境基準

を下回っていた。 

 

2-2-3 風向・風速 

風向風速の調査結果は、表2-6に示すとおりである。 

調査期間中の平均風速は、平作で1.5m/s、大矢部で0.9m/sであった。 

また、調査期間中の最大風速は、平作で5.8m/s、大矢部で2.5m/sであり、大気汚染調査

中は比較的、風の弱い穏やかな天候が続いていたが、7日（水）はやや風が強くなってい

た。 
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表 2-3 大気汚染調査結果（浮遊粒子状物質） 

（単位：mg/m3） 

調査地点 日平均値 1 時間値の最高値 期間平均値 

平作 0.008～0.039 0.066 0.020 

大矢部 0.008～0.033 0.055 0.017 

注）環境基準：1時間値の 1 日平均値が 0.10mg/m3以下であり、かつ、1 時間値が 0.20mg/m3以下であること。 

 

表 2-4 大気汚染調査結果（二酸化窒素） 

（単位：ppm） 

調査地点 日平均値 期間平均値 

平作 0.011～0.025 0.020 

大矢部 0.013～0.034 0.025 

注）環境基準：1時間値の 1 日平均値が 0.04ppmから 0.06ppmまでのゾーン内又はそれ以下であること。 

 

表 2-5 大気汚染調査結果（一酸化窒素、窒素酸化物） 

（単位：ppm） 

調査地点 一酸化窒素（NO）日平均値 窒素酸化物（NO+NO2）日平均値 

平作 0.002～0.017 0.013～0.042 

大矢部 0.005～0.028 0.018～0.057 

 

表 2-6 気象調査結果（風向・風速） 

調査地点 
平均風速 

(m/s) 

最大風速 

(m/s) 

最多風向 

（16 方位） 

 静穏率  

（％） 

平作 1.5 5.8 ENE 23.2 

大矢部 0.9 2.5 ENE 32.7 

注）静穏：風速 0.4m/s以下 
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2-2-4 環境保全対策の実施状況 

工事中に実施した環境保全対策及び実施状況は、表2-7に示すとおりである。 

 

表 2-7 環境保全対策及び実施状況（道路沿道大気汚染） 

予測評価書の記載内容 環境保全対策の実施状況 写真 

工事工程の調整により、資材運搬車

両等が短時間に集中しないよう計

画的な時間配分に努める。 

資材の搬入予定を計画の上、搬入予定

表を作成し、搬入車両が短時間に集中

しない様に努めています。 

 

工事関係者の通勤においては、乗り

合い等により、通勤車両台数を低減

する。 

通勤車両については、協力業者ごとに

乗合いをして通勤車両の台数を減らし

ています。 

新規入場時教育等でも指導していま

す。 

 

車両が集中する通勤時間帯は、極力

工事用資材等の搬出入を行わない。 

通勤時間などの車両が集中、渋滞が予

想される時間には、極力搬出入を行い

ません。 

－ 

急発進・急加速の禁止及び車両停止

時のアイドリングストップにより、

汚染物質排出の低減に努める。 

工事車両・通勤車両の急加速・急発進

の禁止、場内徐行を徹底しています。

車両停止時は、アイドリングストップ

を実施しています。 

 

資材運搬車両等の通路は裸地のま

ま放置せず、鉄板を敷くなどして粉

じんの発生を抑制する。 

場内車両の走路は全て鉄板を敷き、粉

塵の発生を防止しています。 

 

資材運搬車両等の場内の走行に制

限速度を設け、粉じんの発生を抑制

する。 

場内の車両制限速度を 20ｋｍ/ｈと

し、新規入場時、送り出し教育時に周

知し、実施しています。 
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資材運搬車両等の出入り口にはタ

イヤ洗浄設備を設け、タイヤ洗浄を

行うとともに出入口に清掃人を配

置し、適宜、場内道路の清掃を行う。 

場内の出入り口にタイヤ洗浄機を設置

し、道路を汚さない様にしています。 

また、定期的に全面道路の清掃を行っ

ています。 

 

工事工程会議等を定期的に行い、上

記の保全対策を関係者へ周知徹底

する。 

 

月に一度、協力業者事業主と工程会議

を行い、環境保全対策について周知を

行い、事業主より全作業員へと周知を

行っています。 
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2-3 調査等の結果との検証結果 

2-3-1 検証方法 

事業の影響については、「予測評価書」の予測結果及び評価の指標と比較を行い、浮遊

粒子状物質及び二酸化窒素の評価目標である環境基準、「実施区域周辺の生活環境に著し

い影響を及ぼさないこと」が達成されているかを検証する。 

 

2-3-2 検証結果 

「予測評価書」における工事中の資材運搬車両等の走行等に伴う影響として浮遊粒子状

物質及び二酸化窒素の事後調査結果及び予測結果を表2-8～表2-11に示す。 

 

表 2-8 大気汚染検証結果（浮遊粒子状物質） 

（単位：mg/m3） 

調査地点 
予測評価書における 

予測結果（年平均値） 

事後調査結果 

（期間平均値） 
評価指標 

平作 0.021 0.020 
0.10mg/m3以下 

大矢部 0.022  0.017 

 

表 2-9 予測評価書における予測結果（浮遊粒子状物質） 

（単位：mg/m3） 

予測 

地点 

資材運搬 

車両等 

寄与濃度 

（A） 

一般車両 

寄与濃度 

（B） 

バックグラ 

ウンド濃度 

（C） 

環境濃度 

予測結果 

（A+B+C） 

 

寄与率(％) 

 

（A/(A+B+C)） 

平作 0.000013  0.000338  0.021 0.021351  0.1  

大矢部 0.000009  0.000602  0.021 0.021610  0.0  

注）1.出典：横須賀ごみ処理施設環境影響予測評価書 P950 

注）2.寄与濃度：各地点の道路構造等の道路条件、交通量、実施区域の 1 年間の地上気象観測結果を基に算出 

注）3.バックグラウンド濃度：予測評価書作成時の実施区域におけるの四季観測の測定結果（年平均値） 

 

  



17 

 

表 2-10 大気汚染検証結果（二酸化窒素） 

（単位：ppm） 

調査地点 
予測評価書における 

予測結果（年平均値） 

事後調査結果 

（期間平均値） 
評価指標 

平作 0.016 0.020 0.04ppm ～ 0.06ppm

のゾーン内またはそ

れ以下 大矢部 0.018 0.025 

 

表 2-11 予測評価書における予測結果（二酸化窒素） 

（単位：ppm） 

予測 

地点 

資材運搬 

車両等 

寄与濃度 

(NOx) 

（A） 

一般車両 

寄与濃度 

(NOx) 

（B） 

バックグ 

ラウンド

濃度 

(NOx) 

（C） 

環境濃度 

予測結果 

(NOx) 

（D=A+B+C） 

環境濃度 

予測結果 

(NO2) 

（E=D の

変換） 

バックグ

ラウンド

濃度 

(NO2) 

（F=B+C

の変換） 

資材運搬 

車両等 

の影響 

(NO2) 

（G=E-F） 

 

寄与率 

(％) 

 

（G/E） 

平作 0.000185  0.005232  0.014 0.019417  0.015941 0.015863  0.000078  0.5  

大矢部 0.000124  0.009241  0.014 0.023365  0.017523 0.017476  0.000048  0.3  

注）1.出典：横須賀ごみ処理施設環境影響予測評価書 P949 

注）2.寄与濃度：各地点の道路構造等の道路条件、交通量、実施区域の 1 年間の地上気象観測結果を基に算出 

注）3.バックグラウンド濃度：予測評価書作成時の実施区域におけるの四季観測の測定結果（年平均値） 

 

 

浮遊粒子状物質の事後調査結果を予測評価書の予測結果と比較すると（表2-8 参照）、

両地点ともに予測結果を下回っており、また、評価目標とした環境基準を大きく下回って

いた。 

二酸化窒素の事後調査結果を予測評価書の予測結果と比較すると（表2-10 参照）、平作

が予測結果0.016ppmに対し事後調査結果0.020ppm、大矢部が予測結果0.018ppmに対し事後

調査結果0.025ppmであり、両地点とも予測結果を上回っていた。予測結果を上回った理由

として、同調査期間における実施区域周辺の大気常時監視局（一般局）である西行政セン

ター（所在地：横須賀ごみ処理施設環境影響予測評価書P198参照）の期間平均値は0.019ppm

であり、予測時（期間平均値0.013ppm：横須賀ごみ処理施設環境影響予測評価書P201参照）

と比較して実施区域周辺のバックグラウンド濃度が高くなっていることが考えられる。 

また、評価目標とした環境基準は大きく下回っていた。 

以上の結果から、評価書における「実施区域周辺の生活環境に著しい影響を及ぼさない」

という評価目標は達成されたと考えられる。 
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別添３ 騒音 

3-1 事後調査の内容 

事後調査内容は、表3-1に、道路交通騒音レベルの評価の指標は、表3-2に示すとおりで

ある。 

 

表 3-1 道路交通騒音に係る事後調査内容 

種別 内容等 

事後調査対象事項 工事中の資材運搬車両等の走行による騒音レベルの影響 

事後調査項目 道路交通騒音レベル、自動車交通量 

事後調査時点 資材運搬車両等の走行に伴う複合影響が最大となる時期の 1 日 

事後調査期間 平成 30 年 11 月 1 日（木）6:00 ～ 11 月 2 日（金）6:00 

事後調査方法等 
騒音 

「騒音に係る環境基準について」(平成 10 年、環境庁告示第 64 号)

に準拠 

自動車交通量 ハンドカウンターによる計測 

事後調査地点 平作、大矢部（図 1-3 参照） 

評価目標 評価の指標、実施区域周辺の生活環境に著しい影響を及ぼさないこと 

 

表 3-2 道路交通騒音レベルの評価の指標 

調査地点 時間区分 評価の指標（環境基準値） 関係法令 

平作 

昼間 65 dB 
「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年環

境庁告示 64 号）に基づく「Ｂ地域のうち２車

線以上の車線を有する道路に面する地域」の環

境基準 
夜間 60 dB 

大矢部 

昼間 70 dB 
「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年環

境庁告示 64 号）に基づく「幹線交通を担う道

路の近接する空間」の環境基準 夜間 65 dB 
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3-2 事後調査の結果 

 3-2-1 道路交通騒音レベル 

調査地点ごとの道路交通騒音レベル調査結果は、表3-3に示すとおりである。 

平作の道路交通騒音レベルは、昼間67dB、夜間61dBであり、昼間の環境基準の65dBを2dB、

夜間の環境基準の60dBを1dB上回っていた。しかし、事前調査時（平成24年5月実施）にお

いても昼間は66dBで昼間の環境基準の65dBを1dB上回っており、夜間は今回調査結果と同

様の61dBで夜間の環境基準を1dB上回っていた。 

また、資材運搬車両等の走行時間は7時～19時としているため、夜間（22時～翌6時）に

おける工事の影響はなかったと考えられる。 

大矢部の道路交通騒音レベルは、昼間68dB、夜間61dBで環境基準を満たしていた。 

 

表 3-3 道路交通騒音レベル調査結果 

単位：dB 

調査地点 時間区分 調査結果 環境基準 

平作 
昼間 67 65 

夜間 61 60 

大矢部 
昼間 68 70 

夜間 61 65 

注） 1.「騒音レベル」は等価騒音レベルのエネルギー平均値を示す。 
注） 2.「昼間」、「夜間」とは「騒音に係る環境基準について」(平成10年、環境庁告示第64号)に示される時間区分 

【昼間：6～22 時】【夜間：22～6 時】である。 
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 3-2-2 自動車交通量 

調査地点ごとの交通量調査結果を大気汚染、騒音レベル及び振動レベルの予測時の条件

とともに表3-4に示す。また、時間別の交通量と騒音レベルを図3-1～図3-2に示す。 

大型と小型を合計した交通量について事後調査結果と予測評価書における予測時の条

件と比較すると、両地点ともに事後調査結果のほうが予測条件より多い結果となり、大矢

部では特に顕著であった。 

 

調査地点ごとの走行速度結果は、表3-5に示すとおりである。 

走行速度の事後調査結果を予測評価書の事前調査時と比較すると、平作は北東向きが事

前調査時より速くなり、南西向きは事前調査時より遅くなっていた。大矢部は西向き及び

東向きともに事前調査時より遅くなっていた。 

 

表 3-4 自動車交通量調査結果 

単位：台 

調査結果 

 

 

調査地点 

予測評価書における 

事前調査結果（実測） 
計画台数 

予測評価書における 

予測時の条件 

（事前調査＋計画台数） 

事後調査結果 

（実測） 

大型 小型 合計 大型 小型 合計 大型 小型 合計 大型 小型 合計 

平作 443 6,278 6,721 20 52 72 463 6,330 6,793 965 7,856 8,821 

大矢部 676 11,329 12,005 34 34 68 710 11,363 12,073 1,952 20,309 22,261 

注）1.事前調査日：平成 24 年 5月 24 日（木）6：00 ～ 5 月 25 日 6：00（金） 

注）2.事後調査日：平成 30 年 11 月 1 日（木）6：00 ～ 11 月 2 日 6：00（金） 

注）3.予測評価書における事前調査結果（出典：横須賀ごみ処理施設環境影響予測評価書 P274） 

注）4.計画台数（出典：横須賀ごみ処理施設環境影響予測評価書 P301） 

注）5.予測評価書における予測時の条件（出典：横須賀ごみ処理施設環境影響予測評価書 P960） 

 

表 3-5 走行速度調査結果 

単位：km/h 

調査結果 

 

 

調査地点 

予測評価書における 

事前調査結果（実測） 

予測評価書における 

予測時の条件 

(各路線の制限速度) 

事後調査結果 

（実測） 

平作 
北東向き 52 40  53 

南西向き 51  40  49  

大矢部 
西向き 47  50  46  

東向き 49  50  47  

注）1.事前調査日：平成 24 年 5月 24 日（木）6：00 ～ 5 月 25 日 6：00（金） 

注）2.事後調査日：平成 30 年 11 月 1 日（木）6：00 ～ 11 月 2 日 6：00（金） 

注）3.予測評価書における事前調査結果（出典：横須賀ごみ処理施設環境影響予測評価書 P278） 

注）4.予測評価書における予測時の条件（出典：横須賀ごみ処理施設環境影響予測評価書 P961） 
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図 3-1 道路交通騒音レベル及び断面交通量（平作） 

 

 

図 3-2 道路交通騒音レベル及び断面交通量（大矢部） 
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 3-2-3 環境保全対策の実施状況 

工事中に実施した環境保全対策及び実施状況は、表3-6に示すとおりである。 

 

 表3-6 環境保全対策及び実施状況（道路交通騒音レベル） 

予測評価書の記載内容 環境保全対策の実施状況 写真 

工事工程の調整により、資材運搬車

両等が短時間に集中しないよう計

画的な時間配分に努める。 

資材の搬入予定を計画の上、搬入予定

表を作成し、搬入車両が短時間に集中

しない様に努めています。 

 

工事関係者の通勤においては、乗り

合い等により、通勤車両台数を低減

する。 

通勤車両については、協力業者ごとに

乗合いをして通勤車両の台数を減らし

ています。 

新規入場時教育等でも指導していま

す。 

 

車両が集中する通勤時間帯は、極力

工事用資材等の搬出入を行わない。 

通勤時間などの車両が集中、渋滞が予

想される時間には、極力搬出入を行い

ません。 

－ 

急発進・急加速の禁止及び車両停止

時のアイドリングストップにより、

発生騒音の低減に努める。 

工事車両・通勤車両の急加速・急発進

の禁止、場内徐行を徹底しています。

車両停止時は、アイドリングストップ

を実施しています。 

 

場内の制限速度を設け、発生騒音を

抑制する。 

場内の車両制限速度を 20ｋｍ/ｈと

し、新規入場時、送り出し教育時に周

知し、実施しています。 

 

工事工程会議等を定期的に行い、上

記の保全対策を関係者へ周知徹底

する。 

月に一度、協力業者事業主と工程会議

を行い、環境保全対策について周知を

行い、事業主より全作業員へと周知を

行っています。 
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3-3 調査等の結果との検証結果 

 3-3-1 検証方法 

事業の影響については、「予測評価書」の予測結果及び評価の指標と比較を行い、騒音

の評価目標である環境基準、「実施区域周辺の生活環境に著しい影響を及ぼさないこと」

が達成されているかを検証する。 

なお、資材運搬車両等の走行時間は7時～19時としているため、騒音の影響評価は時間

区分の昼間（ 6:00～22:00 ）のみ行った。 

 

 3-3-2 検証結果 

「予測評価書」における工事中の資材運搬車両の走行に伴う影響として騒音の事後調査

結果及び予測結果を表3-7に評価の指標と合わせて示す。 

 

表 3-7 騒音の検証結果 

                                                              単位：dB 

調査地点 
時間 

区分 

事前調査 

結果 

① 

 

⊿L 

② 

予測評価書における 

予測結果 

①＋② 

事後調査 

結果 

（実測） 

評価指標 

（環境基準） 

平作 
昼間 

69（66）※注 4 0.1 69 67 65 

大矢部 66 0.0 66 68 70 

注）1. 時間区分は、昼間：6：00～22：00 

注）2. ⊿Lは計画交通量をもとに予測した資材運搬車両等の走行による増加分 

3.予測評価書における事前調査結果（出典：横須賀ごみ処理施設環境影響予測評価書 P283） 

）4.()内の「66dB」は都市計画道路久里浜田浦線が未開通時に実施した平成 24 年 5 月の事前調査結果であり、 

「69dB」は開通後の計画交通量をもとに予測した値である。 

 

 

予測評価書における予測結果は、平作で69dB、大矢部で66dBであった。 

予測結果と事後調査結果を比較すると、平作は67dBで予測結果を下回っていたが、大矢

部は68dBで予測結果を2dB上回っていた。大矢部で事後調査結果が予測結果を上回った要

因として、予測条件からの一般車両（大型車及び小型車）の大幅な増加が考えられる。（P21 

表3-4「自動車交通量調査結果」参照） 

評価の指標である環境基準値と事後調査結果を比較すると、平作は昼間の環境基準値

65dBを2dB上回っており、大矢部は環境基準値を下回っていたが、平作では事前調査時（平

成24年5月実施）においても昼間は66dBで昼間の環境基準の65dBを1dB上回っていた。（横

須賀ごみ処理施設環境影響予測評価書P283参照） 

以上の結果から、評価書における「実施区域周辺の生活環境に著しい影響を及ぼさない」

という評価目標は達成されていると考えられる。 
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別添４ 振動 

4-1 事後調査の内容 

事後調査内容は、表4-1に、道路交通振動レベルの評価の指標は、表4-2に示すとおりで

ある。 

 

 

 

表 4-1 道路交通振動レベルに係る事後調査内容 

種別 内容等 

事後調査対象事項 工事中の資材運搬車両等の走行による振動レベルの影響 

事後調査項目 道路交通振動レベル 

事後調査時点 資材運搬車両等の走行に伴う複合影響が最大となる時期の 1 日 

事後調査期間 平成 30 年 11 月 1 日（木）6:00 ～ 11 月 2 日（金）6:00 

事後調査方法等 「振動規制法施行規則」（昭和 51 年、総理府令第 58 号）に準拠 

事後調査地点 平作、大矢部（図 1-3 参照） 

評価目標 評価の指標、実施区域周辺の生活環境に著しい影響を及ぼさないこと 

 

 

表 4-2 道路交通振動レベルの評価の指標 

調査地点 時間区分 評価の指標（要請限度） 関係法令 

平作 

大矢部 

昼間 65 dB 「振動規制法」に基づく「道路交通振動の限度」 

（環境庁平成13年 3月 5日 環境省令第 5号） 
夜間 55 dB 

 

 

  



26 

 

4-2 事後調査の結果 

 4-2-1 道路交通振動レベル 

調査地点ごとの道路交通振動レベル調査結果は、表4-3、図4-1～図4-2に示すとおりで

ある。事後調査結果は、両調査地点ともに要請限度を満足していた。 

 

表 4-3 道路交通振動レベル調査結果 

単位：dB 

調査地点 時間区分 調査結果 要請限度 

平作 
昼間 25 65 

夜間 <25 55 

大矢部 
昼間 42 65 

夜間 33 55 

注） 1.「振動レベル」は時間率振動レベルの80％上端値（L10）を示す。 
2.「昼間」、「夜間」とは【昼間：8～19 時】【夜間：19～翌8 時】である。 
3.「<25」は測定限界値未満である。 

 

 

 

図 4-1 道路交通振動レベル及び断面交通量（平作） 

 

 

図 4-2 道路交通振動レベル及び断面交通量（大矢部） 
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 4-2-2 環境保全対策の実施状況 

工事中に実施した環境保全対策及び実施状況は、表4-4に示すとおりである。 

 

 

表 4-4 環境保全対策及び実施状況（道路交通振動レベル） 

予測評価書の記載内容 環境保全対策の実施状況 写真 

工事工程の調整により、資材運搬車

両等が短時間に集中しないよう計

画的な時間配分に努める。 

資材の搬入予定を計画の上、搬入予定

表を作成し、搬入車両が短時間に集中

しない様に努めています。 

 

工事関係者の通勤においては、乗り

合い等により、通勤車両台数を低減

する。 

通勤車両については、協力業者ごとに

乗合いをして通勤車両の台数を減らし

ています。 

新規入場時教育等でも指導していま

す。 

 

車両が集中する通勤時間帯は、極力

工事用資材等の搬出入を行わない。 

通勤時間などの車両が集中、渋滞が予

想される時間には、極力搬出入を行い

ません。 

－ 

急発進・急加速の禁止により、発生

振動の低減に努める。 

工事車両・通勤車両の急加速・急発進

の禁止、場内徐行を徹底しています。

車両停止時は、アイドリングストップ

を実施しています。 

 

場内の制限速度を設け、発生振動を

抑制する。 

場内の車両制限速度を 20ｋｍ/ｈと

し、新規入場時、送り出し教育時に周

知し、実施しています。 

 

工事工程会議等を定期的に行い、上

記の保全対策を関係者へ周知徹底

する。 

月に一度、協力業者事業主と工程会議

を行い、環境保全対策について周知を

行い、事業主より全作業員へと周知を

行っています。 
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4-3 調査等の結果との検証結果 

 4-3-1 検証方法 

事業の影響については、「予測評価書」の予測結果及び評価の指標と比較を行い、振動

の評価目標である要請限度、「実施区域周辺の生活環境に著しい影響を及ぼさないこと」

が達成されているかを検証する。 

なお、資材運搬車両等の走行時間は7時～19時としているため、時間区分：夜間の振動

の影響評価は7時台の値を用いて行った。 

 

 

 4-3-2 検証結果 

「予測評価書」における工事中の資材運搬車両等の走行に伴う影響として振動の事後調

査結果及び予測結果を表4-5に評価の指標と合わせて示す。 

 

 

表 4-5 振動レベル検証結果 

       単位：dB 

調査 

地点 

時間 

区分 

事前調査 

結果 

① 

 

⊿L 

② 

予測評価書における 

予測結果 

①＋② 

本調査結果 

（実測） 

評価 

指標 

平作 
昼間 44 0.0 44 25 65 

夜間 44 0.4 44 <25 55 

大矢部 
昼間 40 0.0 40 42 65 

夜間 42 0.1 42 44 55 

注）1.時間区分は、昼間：8時～19 時の平均値、夜間の時間区分（19 時～8時）は朝 7 時台の値 

※ 2.⊿Lは計画交通量をもとに予測した資材運搬車両等の走行による増加分 

※ 3.「<25」は測定限界値未満である。 

※ 4.計算上、25dB 未満は 25dBとして計算した。 

  5.予測評価書における予測時の結果（出典：横須賀ごみ処理施設環境影響予測評価書 P971） 

  6.平作地点については、予測評価書時点で都市計画道路久里浜田浦線が未開通であり、開通度の振動レベル 

の現況値は計画交通量をもとに予測した値 

 

 

 

予測評価書の予測結果と事後調査結果を比較すると、平作は予測結果を下回っていたが、

大矢部においては事後調査結果が予測結果を昼間及び夜間ともに2dB上回っていた。 

大矢部において事後調査結果が予測結果を上回った要因として、予測条件からの一般車

両（大型車及び小型車）の交通量の増加が考えられる。 

なお、事後調査結果は、評価目標としている要請限度を両調査地点で大きく下回ってい

た。 

以上の結果から、予測評価書における「実施区域周辺の生活環境に著しい影響を及ぼさ

ない」という評価目標は達成されたと考えられる。 
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別添５ 植物 

5-1 事後調査等の内容 

 5-1-1 事後調査事項 

移植を行ったツルギキョウ個体について移植先における活着状況等の事後調査を行う。 

 

 5-1-2 事後調査範囲及び地点 

ツルギキョウの移植先とする。 

なお、5年目は移植対象外とした自生個体の再確認も調査範囲とする。 

 

 5-1-3 事後調査時点 

本種の開花・結実時期が夏季～秋季であることから、移植を実施した翌年以降5年間の

開花・結実時期（9～10月）に調査を実施することとし、これを秋季調査とする。 

また、5年目にあたる今年度は個体の生存をより確実に把握するために、出芽後の生育

状況が確認できる春季においても調査を実施することとし、これを春季調査とする。 

 

 5-1-4 事後調査方法等 

移植先において活着状況等を確認・記録するモニタリング調査により環境保全対策の効

果を検証する。また、移植先の状況に応じて下草刈りや、必要に応じて灌水を行うなどし

て、移植個体の生育が安定するまで生育環境の整備を実施する。ツルギキョウの活着状況

によっては、今後のモニタリングや管理計画を検討する。 

  



30 

 

5-2 事後調査等の結果 

 5-2-1 調査実施日 

春季調査は平成30年5月17日に調査を実施した。 

秋季調査は平成30年9月18日に調査を実施した。 

 

 5-2-2 移植先の環境 

平成26年度、生育環境の変化により生育不良となるリスクを分散させるため、移植先A

～Dの4地点に移植した。 

いずれもやや明るい落葉広葉樹林の林床で、表5-1に示すようにアオキ、ヤブランなど

の耐陰性の種と、ノイバラ、コアカソ、ミツバアケビ、スイカズラなどの林縁性の種が混

生する場所であった。 

 

 

表 5-1 移植先の概要 

移植先 地形／傾斜／斜面方位 主な生育種 

移植先 A 平地／0°／－ 

カラスザンショウ、ヌルデ、エノキ、アオキ、ヤエムグラ、

ヤブジラミ、クサイチゴ、ヒカゲイノコズチ、アカネ、ノ

イバラ、キヅタ 

移植先 B 斜面下部／30°／S 
ミズキ、アオキ、ヤブラン、ウバユリ、オオバジャノヒゲ、

ミズヒキ、コアカソ 

移植先 C 斜面下部／30°／S30°E 
アカメガシワ、ケヤキ、クヌギ、アオキ、ミツバアケビ、

スイカズラ 

移植先 D 斜面中部／30°／N45°E 
カラスザンショウ、スイカズラ、ミツバアケビ、ススキ、

セイタカアワダチソウ、ヤマノイモ 
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 5-2-3 調査結果 

移植先は、移植時と比べて、高茎草本やつる植物の繁茂や低木や亜高木の樹冠の発達な

どにより被陰される傾向がみられた。 

モニタリング対象個体については、計13個体のモニタリング対象個体のうち春季に1個

体が確認されたが、開花や結実はみられなかった。秋季は全13個体が確認されなかった。

各移植先の個体数は表5-2、各個体の活着状況は表5-3に示す通りである。 

 

表 5-2 各移植先の個体数 

地点 
移植 

個体数 

確認個体数 

H27 H28 H29 H30春 H30秋 

移植先 A 4 1 0 0 0 0 

移植先 B 3 2 1 0 0 0 

移植先 C 3 2 0 0 0 0 

移植先 D 3 2 2 2 1 0 

合計 13 7 3 2 1 0 

 

表 5-3 活着状況 

移植先 
個体 

No. 

活着 

状況 

幹数 

(本) 

葉の

色 
獣害 虫害 

新芽の 

展開 

新葉の 

展開 

花芽 

形成 
結実 備考 

移植先

A 

A1 × 0 － － － － － － － 地上部の生育は確認されなかった 

A2 × 0 － － － － － － － 地上部の生育は確認されなかった 

A3 × 0 － － － － － － － 地上部の生育は確認されなかった 

A4 × 0 － － － － － － － 地上部の生育は確認されなかった 

移植先

B 

B1 × 0 － － － － － － － 地上部の生育は確認されなかった 

B2 
春季 △ 0 － － － － － － － 地上部の生育は確認されなかった 

秋季 × 0 － － － － － － － 地上部の生育は確認されなかった 

B3 × 0 － － － － － － － 地上部の生育は確認されなかった 

移植先

C 

C1 × 0 － － － － － － － 地上部の生育は確認されなかった 

C2 × 0 － － － － － － － 地上部の生育は確認されなかった 

C3 × 0 － － － － － － － 地上部の生育は確認されなかった 

移植先

D 

D1 
春季 ○ 2 普通 無 無 無 有 無 無 地上部の長さはどちらも約 30cm 

秋季 △ 0 － － － － － － － 地上部の生育は確認されなかった 

D2 △ 0 － － － － － － － 地上部の生育は確認されなかった 

D3 × 0 － － － － － － － 地上部の生育は確認されなかった 

注）活着状況は、移植個体の地上部の確認状況を総合的に評価して、以下の記号で示した。 

◎：開花や結実が確認され、今後、移植先での繁殖の可能性がある。 

○：移植個体の地上部が確認され、個体レベルでの生育が維持されている。 

△：地上部は確認されなかったが、移植または最後の生育確認から 1 年以上経過しておらず、生育の可能性が考えられる。 

×：2 年以上地上部の生育が確認されておらず、移植個体が枯死したと考えられる。 

  
注： 重要種の保護の観点から、ツルギキョウの自生地及び移植先が特定できる図面等の情

報は非公開とする。 
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5-3 調査等の結果との検証結果 

 5-3-1 検証方法 

移植したツルギキョウについて、移植後の個体の活着状況、移植先の状況を現地で確認

することにより、環境保全対策の効果を検証する。 

 

 5-3-2 移植地点の生育状況整理 

今年春季と秋季を含めたこれまで（5回）のモニタリング調査結果を表 5-4 に示す。 

移植された13個体のうち、今年度の春季調査で1個体（D1）が確認され、12個体が確認

されなかった。また、秋季調査では全13個体が確認されなかった。 

秋季調査で確認されなかった13個体のうち、2個体（D1、D2）は昨年度または今年度春

季の調査で地上部が確認されており、現時点では地下茎が生存している可能性が考えられ

る。 

残りの11個体は2年以上確認されなかったため、既に地下茎が枯死している可能性が高

い。 

 

表 5-4 経年の活着状況 

地点 
移植 
個体
数 

移
植 
個
体 

活着状況 
4 回の調査結果からみた 
現在の活着状況及び 

生存の可能性 H27  H28  H29  H30(春) H30(秋) 

移植先 A 4 

A1 △ × × × × 枯死の可能性が高い 

A2 ○ △ × × × 枯死の可能性が高い 

A3 △ × × × × 枯死の可能性が高い 

A4 △ × × × × 枯死の可能性が高い 

移植先 B 3 

B1 ○ △ × × × 枯死の可能性が高い 

B2 ◎ ○ △ △ × 生存の可能性あり 

B3 △ × × × × 枯死の可能性が高い 

移植先 C 3 

C1 ○ △ × × × 枯死の可能性が高い 

C2 ○ △ × × × 枯死の可能性が高い 

C3 △ × × × × 枯死の可能性が高い 

移植先 D 3 

D1 ○ ○ ○ ○ △ 生存の可能性あり 

D2 ○ ○ ○ △ △ 生存の可能性あり 

D3 △ × × × × 枯死の可能性が高い 

合計 
(生育確認数) 

13 － 7 3 2 1 0 － 

注 1）活着状況は、移植個体の地上部の確認状況を総合的に評価して、以下の記号で示した。 

◎：開花や結実が確認され、今後、移植先での繁殖の可能性がある。 

○：移植個体の地上部が確認され、個体レベルでの生育が維持されている。 

△：地上部は確認されなかったが、移植または最後の生育確認から 1年以上経過しておらず、生存の可能性が考えられる。 

×：2年以上地上部の生育が確認されておらず、移植個体が枯死した可能性が高いと考えられる。 

注 2）活着状況のセルにおける    は、地上部が確認できなかったものを示す。 
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5-3-3 移植地点の環境 

前年（第３回モニタリング調査時）と比べ、移植地の周囲において高茎草本やつる植物

がやや繁茂していることが確認された。特に移植地Aの周辺においては、移植地の際まで

高茎のセイタカアワダチソウやクズの繁茂がみられた。一方、移植地Cの周辺においては、

低木や亜高木の樹冠が発達して林内が薄暗くなっており、草本層の被度が低かった。 

 

5-3-4 自生個体の調査 

追加の調査として、環境影響評価調査時の現地調査において記録されたツルギキョウの

うち、事業による生息地改変等の可能性がなく移植対象外とした自生個体の再確認を行い、

調査地域におけるツルギキョウの生育状況を把握した。当時、自生個体が発見された地点

（以下自生地点）は計3地点であった。 

追加調査の結果、自生地点１において1個体が確認された。自生地点１は現在も利用さ

れているハイキングルート上にあり、草刈り等の整備がされている。しかしながら、自生

地点２および自生地点３では自生個体は確認されなかった。この２地点は過年度の調査と

比べ、高茎草本や低木の生長が著しかった。 

 

表 5-5 自生地点調査結果 

地点 

確認個体数 

地点の状況 
過去調査 

(H24,H25) 
H30秋季調査 

自生地点１ 1 個体 1 個体 
ハイキングルートの斜面にあり、草刈り等の整備が行われている

ため、高茎草本等の繁茂はなかった。 

自生地点２ 1 個体 確認されず 
周辺はセイタカアワダチソウやクズなどの高茎種が密生してい

た。 

自生地点３ 2個体 確認されず 
周辺はセイタカアワダチソウやクズなどの高茎種が密生してい

た。 

 

5-3-5 検証結果 

対象事業実施区域及びその周囲において、これまでツルギキョウが生育していた環境で

は高茎草本等の繁茂や樹木の樹冠が発達し被陰される傾向が見られた。 

今回ツルギキョウが確認されなかった移植地点及び自生地点では、高茎草本やつる植物

の繁茂、低木や亜高木の樹冠の発達等、植生の変化が見られたものが多かった。これに対

して、ツルギキョウの個体が確認された自生地点１においては人の手による草刈等の整備

により大きな植生変化は見られなかった。 

ツルギキョウは林縁などの適度な陽地を好む種であるため、枯死したツルギキョウにつ

いては、これまで生育していた対象事業実施区域及びその周囲において、樹木の樹冠の発

達や高茎草本などの繁茂による被陰によって環境が変化した可能性が考えられる。 
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5-3-6 今後のモニタリング及び管理計画の検討結果 

 今年度の事後調査結果を踏まえ、以下の通り今後のモニタリング及び管理計画の案を

策定した。 

 

【モニタリング及び管理計画（案）】 

平成31年度に実施する第６回事後調査においては、春季調査と秋季調査を下記の通り

実施する。 

 

①春季調査 

 調査内容：従来の移植地点及び自生地点における生育状況の確認  

実施時期：平成31年5月頃（出芽後の生育状況が確認できる時期） 

調査項目： 

 ・個体の状況（幹数、葉の色、獣害・虫害の有無、新芽・新葉の展開） 

・周辺環境の状況（植生や被陰状況） 

状況に応じて下草刈りや灌水を行うなどして、生育環境の整備を実施する。 

 

②秋季調査 

調査内容：従来の移植地点及び自生地点における生育状況の確認 

実施時期：平成31年9～10月頃（開花・結実が確認できる時期） 

調査項目： 

 ・個体の状況（幹数、葉の色、獣害・虫害の有無、新芽・新葉の展開、花芽形成、

結実） 

・周辺環境の状況（植生や被陰状況） 

状況に応じて下草刈りや灌水を行うなどして、生育環境の整備を実施する。 

 

  ③検証 

   春季及び秋季調査結果を元に環境保全対策の効果を検証する。 

 



 

 

 

 

 

横須賀ごみ処理施設 

事後調査報告書（第５回） 

 

資料編 

 

 

 

 

 

 

 

平成 31 年 3 月 

 

横須賀市 

 



 

 

  



 

 

 

参考資料  植 物 

 

1. ツルギキョウの活着状況確認……………………………………………… 資-1 

 

 

 

  



 

 

 



資-1 

 

参考資料 植 物 

 

1．ツルギキョウの活着状況確認 

ツルギキョウの活着状況確認時の様子について表1-1に示す。 

 

表 1-1 ツルギキョウの活着状況確認時の様子 

  

移植先A 移植先B 

  

移植先C 移植先D 



 

 

  



 

 

  

「本書に掲載した地図は、国土地理院発行の 5万分の１地形図及び 2万 5 千分 1 地形図を引用

しています。」 



 

 

 


